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研究成果の概要（和文）：「事業者と従業者」へのアンケートと「レセプトデータ」を突合し分析を通じて職場
環境でのハラスメントがメンタルヘルス棄損に関係していることを明らかにた。機械学習の手法ではメンタルヘ
ルスには生活習慣（睡眠時間）家族構成とも関係があることも明らかとなった。職場環境改善について「健康経
営」を目指す取り組みが従業者の仕事へのモチベーションと離職意向につながることを明らかにできている。
　中山間地域での「加点式健診事業」では、フレイル予防、健康づくりへのモチベーションアップのため独自の
健診票を構築し「よいとこ健診」を実施し、この事業を通じて、健康づくり、地域活動への参加意欲の向上を実
証的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）： We collated "receipt data" with a questionnaire to "operators and 
employees" and clarified that harassment in the workplace environment is related to mental health 
impairment through analysis. It was also revealed that mental health is also related to lifestyle 
(Sleep Time), family composition by machine learning methods. It has been clarified that efforts to 
aim for "health management" for improving the workplace environment will lead to motivation for the 
work of employees and the intention to leave their jobs. 
 In the Comprehensive Geriatric Assessment Check-up Business" in the mountainous area, we built our 
own health check-up votes to increase motivation for flail prevention and health promotion, and 
implemented "Yoitoko Health Check-up", a Novel Health Check-Up Providing Positive Feedback to Older 
Adults, and through this business, we clarified empirically the improvement of health promotion and 
motivation to participate in community activities.

研究分野： 社会政策

キーワード： メンタルヘルス　職場環境　健康経営　加点式健診事業　フレイル予防

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　メンタルヘルスには個人の性格が原因であるとのこれまでの認識に対して、職場環境、とくにハラスメントに
よるメンタルヘルスの棄損の因果関係を実証的に明らかにできたこと、機械学習による分析を試みたことから、
メンタルヘルスに影響を及ぼす様々な要因についての新たな視点が開かれた。さらに事業者にとって職場環境改
善が従業者のモチベーションと逆に離職意向にも関係することを明らかにできた。
　中山間地域での「加点式健診事業」では「健康によい習慣をほめる健康診断」を通じて、フレイル予防、健康
づくりへのモチベーションアップ、さらにコミュニティ活動への参加意欲の向上を実証的に明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
これまで労働者のメンタルヘルス問題は、おもに産業医学や公衆衛生学、産業心理学などにお

いて、個人レベルでのストレス制御を軸に研究がなされてきた。労働者のメンタルヘルス問題は
労働市場や就業状態、人的資源管理などと密接な関係を持つ、きわめて社会科学的な問題でもあ
るが、そのことが認知され、経済学的な研究課題として注目されはじめたのは比較的最近になっ
てからのことである。日本においては、職場におけるメンタルヘルス問題の実証的研究が十分に
展開されてこなかった要因として、分析を可能とするためのデータが不足しているという問題
がある。とりわけ日本の従業者の大半が就業する中小企業におけるメンタルヘルス問題につい
ては、データの未整備は研究の進展にとって深刻な妨げとなってきた。「職場環境とメンタルヘ
ルス」に関する調査研究として、これまでに実施したアンケート調査をパネルデータ化し、職場
環境とメンタルヘルス、健康経営へのモチベーションに有効な対応策を明らかにする必要があ
った。 
他方、高齢者においても、その健康状態を把握し分析する上で、多様なデータが存在している。

医療保険、介護保険、健康診断に関するデータは、その代表ではあるものの、あくまで保険請求
や健康状態の医学的な把握のためである。地域社会や家庭での生活の中で、どのように健康を達
成していくかという点に関して検討する際には、既存のデータベースでの対応は困難であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、全国健康保険協会（以下、協会けんぽ）兵庫支部との連携協定のもと、協会けん
ぽに加入する兵庫県下の中小企業およびその従業者を対象に、複数回のアンケート調査を実施
し、さらに従業者である被保険者と被扶養者のレセプト（診療報酬明細書）データ、加入事業者
情報等を用いた共同研究プロジェクトを構築し、中小企業従業者の健康に関する諸問題につい
て、一次データを含む広範かつ包括的なデータにもとづいた分析研究に取り組む。具体的には、
以下の大きく 3つの研究課題に取り組む。 
 （1）健康保険のレセプトデータを用いて、中小企業労働者における精神疾患の受療行動と個
人特性および企業特性との関係を明らかにする。 
 （2）職場のハラスメントがメンタルヘルスに与える影響を検証するとともに、ハラスメント
被害を引き起こす背景に、いかなる職場環境要因があるのかを明らかにする。 
 （3）2000 年代に入って急速に進展してきた各種メンタルヘルス対策の策定や「健康経営」へ
の注目をふまえ、中小企業におけるメンタルヘルス対策の効果を実証的に検証する。 
 （4）高齢者の健康においては、「加点式健診事業」と住民アンケートを実施してきた。その中
で、受診者の心身の健康に関わる医学的な自己評価だけでなく、広く社会生活の実態を取得する
ことで、取得した相互の指標の連関について検討を行う。 
 
３．研究の方法 
（1）の課題については、協会けんぽ兵庫支部の被保険者本人の医療レセプトデータを用いて、

兵庫県下の中小企業労働者における「精神及び行動の障害」の受療率の特徴と、同データに記録
される個人ならびに企業属性との関係を記述的に明らかにする。また、協会けんぽ兵庫支部と連
携して、2017 年と 2020 年の 2 回にわたり「事業所調査」と「従業員調査」をそれぞれ実施し、
事業主−従業者マッチングデータの複数時点のパネルデータ（以下、「統合パネルデータ」）を構
築する。 
これらのデータを用いて、分析では 2 つのアプローチを採用する。①記述的な回帰分析であ

り、レセプトデータに基づく個人の「精神及び行動の障害」の受療率について、個人特性と企業
特性、地域特性との関係を記述的に分析する。②メンタルヘルス毀損に影響を及ぼす可能性の高
い説明変数を発見するために、機械学習手法の適用を試みる。また、機械学習手法で発見された
説明変数は、影響を及ぼす可能性が高いが、影響の有無は保証されない。そのため、既存研究に
よりメンタルヘルス毀損に影響があると判断されている説明変数と比較して、発見された説明
変数の妥当性を明らかにする。 
「統合パネルデータ」には、従業員アンケート結果と事業所アンケート結果が含まれている。

従業員アンケートからは、メンタルヘルス毀損の有無や生活習慣など個人に関わる項目が含ま
れ、事業所アンケートからは、職種や従業員人数の規模など職場環境に関わる項目が含まれる。
機械学習によるメンタルヘルス毀損に影響を与える要因抽出のために、従業員アンケートに事
業所アンケートの結果を突合する。そして、メンタルヘルス毀損に影響するとすでに判明してい
る要因だけではなく、すべての説明変数（要因）について網羅的に可能性を調べるために、機械
学習手法であるランダムフォレストを適用する。１つの決定木や回帰分析では、少ないサンプル
で汎用的でかつ有意な結果を得るために、事前知識を利用して説明変数（要因）を絞り込む必要
がある。一方で、複数の決定木のアンサンブル法であるランダムフォレストでは、すべてのアン
ケート項目を要因として利用してもアンサンブルする前の個々の決定木は過学習を避けること
が可能であり、メンタルヘルス毀損に影響する説明変数が要因として個々の決定木に現れる可



能性がある。ランダムフォレストを適用した結果は、既存研究によりメンタルヘルス毀損に影響
する説明変数と比較され、重複の有無や新たな説明変数が結果に含まれているかを明らかにす
る。 
（2）の研究課題については、「統合パネルデータ」を用いて、職場のハラスメントが労働者の

メンタルヘルスに及ぼす影響を検証した上で他のストレス要因との比較、さらに離職意向や離
職行動への影響についても計量分析を行う。また、リクルートワークス研究所「全国就業実態パ
ネル調査」2020 年の特別調査の個票データを利用し、ハラスメント被害の背景にある職場環境
要因を明らかにする。 
（3）の研究課題については、2 つの研究アプローチを採用する。①「統合パネルデータ」を用

いて、近年注目されている健康経営施策の大きな柱であるメンタルヘルス対策が従業者のスト
レスに与える影響について実証分析を行う。特に、メンタルヘルス対策の効果に関する既存研究
の多くは、事業所と従業者のどちらか一方を対象としたものが多く、両者を合わせて評価した先
行研究は少ない。「統合パネルデータ」を活用することで、事業所調査と従業者調査をマッチン
グさせた分析が可能である利点を活用し、事業所が行うメンタルヘルス対策が従業者のメンタ
ルヘルスにどのような影響を及ぼしているかを「3年前と比べた変化」という回顧データを用い
た階差モデルで推計することにより、検証する。②経済産業省「健康経営度調査」に回答した事
業所の個票データを利用し、健康経営に関する代表的な顕彰制度の一つである「健康経営優良法
人」認定が、認定企業の人材獲得や定着といった雇用面にプラスの影響を与えたか確認するため、
実証分析を行う。分析には、認定に係る調査（「健康経営度調査」）への企業の参加が任意である
ことから生じるセレクションバイアスに対処するため、傾向スコアマッチングを用いた差の差
推定（PSM-DID）を用いて、健康経営優良法人に認定されることが企業の評判を高め、正社員離
職率の低下や企業の評判である学生の就職希望企業ランキングの順位といったアウトカムを改
善させたかどうかを検証する。 
 （4）高齢者の健康に関する検討には２つの研究アプローチを採用した。まず、加点式健診事
業の実施とその評価である。加点式健診事業は、参加者の健康状態を問診表と各種検査を通じて
評価し、その結果としてポジティブな結果のみを受診者に伝え、健康状態を褒めることを目的と
した健診事業である。このようにポジティブなフィードバックが継続することで、どのように受
診者の健康状態や行動が改善するか、検討を行う。続いて、加点式健診事業のデータに加えて、
住民アンケートを実施し、健康状態と社会活動の関係についても明らかにしていく。これらの一
連の調査研究は、兵庫県姫路市山之内地区に居住する高齢者を対象に実施した。 
 
 
４．研究成果 
（1）の研究課題については、2 つのアプローチそれぞれについて分析を行い、そのうち 1 本

の研究成果が査読付雑誌に採択・公表された。第 1 に、中小企業労働者の精神疾患の受療率は、
男性や働き盛り層で高く、代理指標を用いた従来の研究の知見とは部分的に異なる結果が得ら
れた。また、都市部の受療率がそれ以外の地域より統計的に有意に高く、医療供給サイドの要因
や生活要因の存在が示唆された。さらに、労働者の個人属性の影響を考慮してもなお、産業間の
受療率の格差が大きく、特にホワイトカラー職種が中心の産業の受療率が高いことが確認され
た。このことから、メンタルヘルス問題の発生や対策を考える上で、産業構造や職務内容の変化、
さらに人的資源管理などの要因を検証することの重要性が示唆された。第 2 に、既存の研究成果
や本研究の成果で明らかにされてきたメンタルヘルス毀損に影響する説明変数として、睡眠時
間やストレスやハラスメントなどが挙げられ、それらの説明変数は機械学習手法であるランダ
ムフォレストの結果でも、メンタルヘルス毀損に影響を及ぼす説明変数として現れた。このこと
から、メンタルヘルス毀損に影響を及ぼす可能性が高い説明変数を機械学習手法で発見でき、機
械学習手法によって発見された説明変数は妥当性が高いと判断できる。加えて、新たな説明変数
として、結婚の有無や家族サービスなど家庭環境がメンタルヘルス毀損に影響する可能性があ
ると示された。既存の説明変数を発見できていることから、新たに発見された説明変数について
もメンタルヘルス毀損への影響している可能性が高いと判断できる。しかし、本研究では新たに
発見された説明変数の妥当性について明らかにするまでが目的であり、メンタルヘルス毀損へ
の直接の影響の有無を確認するには、今後の検証が必要である。 
（2）の研究課題については、2 つの研究テーマについて論文をまとめ、そのうち 1 本の研究

成果が査読付雑誌に採択・公表された。第 1に、「統合パネルデータ」を用いた分析結果により、
職場のハラスメントは労働者のメンタルヘルスを悪化させるという因果効果が確認された。ま
たハラスメントによる影響は、サービス残業がメンタルヘルスを悪化させる効果に換算した場 
合には月あたり約 70 時間に相当しており、無視できない大きさであること、職場のハラスメ
ントは、労働者の離職意思を高めることが確認された。以上の結果から、職場のハラスメントは
労働者のメンタルヘルスの毀損に多大な影響を与えているのみならず、企業組織への影響も懸
念されることが示唆された。第 2に、リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の
個票データを用いて、職場環境仮説に基づき、いかなる人的資源管理(HRM)が職場のハラスメン
トを引き起こすのか／抑制するのかを検証した結果、職場でのハラスメントの被害確率は、「公
正な人事評価」と「コンプライアンスと心理的安全性」が確保される職場で低く、「成果や業務
外の仕事」を求められる職場ほど高いことを明らかにした。分析結果は英文論文としてまとめて



おり、国際査読付雑誌への投稿を準備中である。 
（3）の研究課題については、2 つの研究テーマについて論文をまとめ、そのうち 1 本の研究

成果が査読付雑誌に採択・公表された。第 1に、中小企業が行うメンタルヘルス対策と従業員の
ストレスに関する実証分析の結果からは、事業所が行うメンタルヘルス対策は、実施されている
取組の数、個々の対策ともに従業者のストレス改善に有意な結果がみられず、中小企業ではメン
タルヘルス対策の実施に至ったとしても、資金・人材といった限られた経営資源のなかで、メン
タルヘルス対策が必ずしも有効であるとは限らないことが明らかとなった。一方、仕事に対する
責任や自分への評価や処遇に対する納得感といった職場環境要因の方が従業員のストレスに有
意な影響を与えていたという結果が得られた。したがって、今後、各企業が健康経営施策を進め
ていくうえで、業務責任や業務評価に配慮した施策の検討を行うことが重要であることが示唆
された。第 2に、経済産業省「健康経営度調査」に回答した事業所の個票データを使用した実証
研究の結果について学会報告を行った。調査項目が変更された 2016 年度～2018 年度のデータを
用いて分析した結果、「健康経営優良法人」認定が正社員離職率、学生の就職希望企業ランキン
グのいずれも、認定による改善の効果はみられなかった。したがって、健康経営優良法人に認定
されるだけではアウトカムの改善には不十分であること、実際に内部における職場環境改善に
つながっているかどうかの方が重要であるとともに、ホワイト企業との関連付けなど公表方法
の改善が求められることを明らかにした。 
また、当初の計画にはなかった取り組みとして、以下の 2点を実施した。まず、ストレスチェ

ックを実施する民間企業との共同研究を実施し、職場環境・働き方・個人特性などが従業員のス
トレス反応やメンタルヘルスに与える影響と、離職を防止するための職場環境改善の取組に関
する実証分析を行い、学会報告を行った。暫定的な結果ではあるが、残業時間など従来の職場の
ストレス要因に加えて、ハラスメント経験などもストレス反応や転職・離職意向に影響を与えて
いた可能性を示唆するものであった。次に、全国健康保険協会兵庫支部に加入する事業所および
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